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Abstract 

This study identifies the factors that accelerate or suppress burnout among beginning teachers in 
schools for special needs education by using panel data to compare them with beginning teachers in 
elementary, junior high, and senior high schools (hereinafter referred to as “general school beginning 
teachers”). Through this comparison, the study examines the characteristics of special needs school 
teachers and derives implications for tailored mental health measures. 

An analysis of three years (four time points) of panel data reveals three key findings. First, the 
“overall sense of job adaptation” among beginning teachers in special needs education schools is sig-
nificant. A strong sense of job adaptation tended to suppress burnout in special needs education schools 
and among general school beginning teachers. Therefore, to prevent burnout among beginning teach-
ers, regardless of school type, it is effective to foster a sense of competence and confidence in their 
abilities to perform. 

Second, there is difficulty in establishing collegial relationships among teachers in special needs 
schools. Unlike in general schools, collegial consultations among beginners in special needs schools 
did not have a positive or negative effect on burnout.  

Third, management is crucial from the perspective of consultative relationships with supervisors. 
For beginning teachers in special needs schools, “ease of consulting with supervisors” had a negative 
effect, promoting a “decline in the sense of accomplishment.” Conversely, among general school be-
ginning teachers, ease of consulting with supervisors had a positive effect, suppressing “emotional 
exhaustion” and “decline in sense of accomplishment.” This indicates a reverse effect between the two 
groups. For beginning teachers in special needs schools, the act of consulting a supervisor may itself 
be associated with a decline in their sense of accomplishment, implying a reduced sense of competence 
and achievement in work-related interactions. 
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１節 問題の所在と目的 

 本稿の目的は、特別支援学校初任期教員のバーンアウトの促進／抑制要因を明らかにするために、

パネルデータを用いて小学校・中学校・高等学校の初任期教員（以下、小中高初任期教員）との比

較を行い、その特徴を検討し、特別支援学校教員のためのメンタルヘルス対策に関して示唆を得る

ことである。 
現在、我が国においては教員の休職・離職への対応が教育政策上の喫緊の課題となっている。2022 

（令和 4 ）年度に精神疾患により病気休職となった教職員数は、過去最多となっており、なかでも 20
代の教員における精神疾患による休職者の増加が著しい。精神疾患を理由とした離職も増加してい

る。教師教育分野においては、これまでも初任期が教員の職能成長を高める上で重要な時期である

とされてきた（Huberman 1989など）。教員のライフコース研究を行った山崎（2012）によれば、若
手教員は入職後 10年間でリアリティ・ショックを受けるとされる。自身が思い描く理想的な教職イ
メージが現実とは程遠く、そのギャップの大きさがストレスの要因となるという。若手教員がこう

したリアリティ・ショックを乗り越えて教職アイデンティティを形成していくには、入職前に自己

の中で形成してきた「理想」の教職イメージを教職生活の「現実」の中で再構築することが必要と

なる（山崎 2012）1。こうした再構築の過程にいる若手教員に対しては、周囲からの適切なサポート

が欠かせない。しかし、昨今の大量退職・大量採用の中で若手教員に対するサポートの不十分さが

指摘されている（中央教育審議会 2024）。 
教員の休職や離職につながる要因は様々であるが、教員のストレス反応がバーンアウト（燃え尽

き症候群）を生じさせ、教員の離職意思を促進することが指摘されている（小橋 2013）。初任期教員
のバーンアウトレベルは高いことも指摘されており（Fimian & Blanton, 1987など）、教員の質向上と
同時に離職防止が政策課題となっている中にあって、初任期教員の休職・離職リスク等を減らしつ

つ、効果的に若手育成を進めていくためには、初任期教員がバーンアウトに至る要因の解明やそれ

を未然に防ぐことにつながる知見の創出が求められる。その際は、個人要因や職場要因にとどまら

ず、学校種別のような制度的な要因にも目を向ける必要があろう。 
教員のメンタルヘルス対策においては、学校種別による取り組みの重要性が指摘されており、小

学校・中学校・高等学校と、特別支援学校との間で教員がストレスを感じる業務の種類は異なる。

小学校・中学校・高等学校の教員が強いストレスを感じる割合の大きい業務にはまず「生徒指導」

が挙げられるのに対し、特別支援学校ではまず「業務の質」が挙げられる（教職員のメンタルヘル

ス対策検討会議 2013）。このような違いが生まれる背景には、次に挙げる特別支援学校の三つの特
性があると考えられる。第一に、学校組織上の特性である。特別支援学校は、同一学校内に小学部・

中学部・高等部（場合によっては幼稚部・専攻科）が設置され、在籍する児童生徒の年齢幅が大き

い。教職員の数も多く100名を超える学校も存在することから（国立特別支援教育総合研究所 2013）、
特別支援学校教員にとっては同じ学校の中の異動であっても、学部やグループを超えれば「異なる

校種への異動」と感じられ戸惑いや無力感を覚えることがあるとされる（藤原 2013）。盲・聾
ろう

・養

護学校は学校組織の巨大化が進む一方で、組織としての複雑さを内包しており、教員の協働性に基

づく職務遂行が困難であるとの指摘もある（安藤 2004）2。第二に、教育課程編成上の特性である。

特別支援学校の教育課程は、小・中・高等学校に準じる教育内容のほか、障害による学習上又は生

活上の困難の改善・克服を目的とした「自立活動」から編成される。編成に当たっては、児童生徒

一人一人の教育的ニーズに応じ効果的かつ弾力的な教育課程が必要となる。自立活動が各教科とは
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異なる点は、定められた教科書がなく、指導に当たりまずは児童生徒に適切な課題を見つけるとこ

ろから始まる点にある（佐藤 2001）。特別支援学校教員が教育活動を行う上で困っていることや今
後身につけたい専門性に「自立活動の指導法」が挙げられ（左藤ら 2016）、困難さを感じやすい指導
領域といえる。第三に、指導体制上の特性である。特別支援学校では授業だけでなく学級経営全般

についても、複数の教員で担当する体制 3（複数担任制や担任と副担任体制など）が構築されている

ことが多い（茨城県教育研修センター 2001）。複数教員での指導は児童生徒の実態把握を多面的に
するという正の側面がある一方で、教員の多様な教育観や教員間の人間関係の問題から共通理解の

困難さが生まれ、実施する指導内容や方法がそれぞれに異なる状態（「指導の不統一」）を生じさせ

やすいという負の側面もある（茨城県教育研修センター 2001）。こうした状況は特別支援学校の初
任期教員にとって、多様な指導に触れる機会を得る一方で、その多様さが指導における迷いへとつ

ながることが指摘されている（立石 2017）。盲・聾
ろう

・養護学校では、多くの授業において、いつ、何

を指導すればよいのかが明示されておらず、指導の客観性の担保が難しいことから、教員の実践に

対する確信にゆらぎをもたらしやすい（安藤 2004）。こうした点から、教育の中でも特に「不確実性
が高い場」（安藤 2004：38 頁）であるとされる。 
後述の通り、教員のバーンアウトに関する研究には一定の蓄積が見られるものの、特別支援学校

教員を対象としたバーンアウト研究の蓄積は少ない。しかし特別支援学校は、小学校・中学校・高

等学校とは異なる特性を持ち、指導においても相対的に不確実性が高い。こうした点から、特別支

援学校教員に対し他校種の教員を対象とした研究の成果を当てはめることの是非について、懐疑的

な指摘も見られる（坂本・一門 2013）。バーンアウトは学校段階を問わず教員の職務特性によって
強く規定されているとの指摘もあるが（露口・高木 2014）、特別支援学校における業務の多様性や
固有性だけでなく、他校種の教員とは異なる専門性が求められる点に鑑みれば、特別支援学校とい

う変数を考慮した研究が必要である。特別支援学校においては在籍する児童生徒数の増加 4により、

今後も教員の採用者数が増加していくことが予想されるが、特別支援学校における精神疾患休職者

は、小学校・中学校と比べても多い 5ことから、今後は特別支援学校初任期教員を対象としたメン

タルヘルス対策がますます求められるようになると考えられる。 
 
２節 先行研究 

バーンアウトとは、精神科医である Freudenberger（1974）によって提唱された概念である。いま
まで精力的に仕事をしていた人が、急に、あたかも「燃え尽きたように」意欲を失い、働かなくな

る状態を指し（久保 2004）、ヒューマン・サービス従事者特有のストレス反応として捉えられてき
た（西村ら 2009）。バーンアウトを対象とした研究ではMaslach Burnout Inventory（MBI）が最も信
頼される尺度として用いられており（落合 2003）、国内外いずれにおいても多くの研究蓄積がある。
MBIは、「情緒的消耗感」「脱人格化」「達成感の後退」の 3つの次元から構成され、「情緒的消耗感」
は、仕事によって心的な限度を超え、情緒的に疲弊した状態、「脱人格化」は、サービスの受け手に

対する思いやりがなく、非人間的な反応をしてしまう状態、「達成感の後退」は、「個人的達成感」

が低下している状態、つまり仕事における人との関わりにおける有能感、達成感が減少した状態と

されている（Maslach & Jackson 1981，久保 2004）。MBIの 3つの下位尺度のうち、バーンアウトの
主症状を「情緒的消耗感」であると考えるのが、バーンアウトに関わる研究者の一致した見解であ

る（久保 2004）。 
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教員のバーンアウトに関する研究は、落合（2003）・高木（2015）に詳しい。バーンアウトに影響
を及ぼす個人的・心理的要因としては、性別（岡東・鈴木 1997など）、年齢・教職経験年数（伊藤
2000，谷口 2018など）、パーソナリティ（伊藤 2000など）、教師の自己効力感（貝川・鈴木 2006な
ど）などが検証されている。状況・環境要因としては、同僚や上司との関係（高木・田中 2003 など）、
問題行動のある児童生徒（Tsouloupas et al., 2010，佐野ら 2013など）、保護者との関係（町支ら 2018
など）や、ソーシャルサポート（諏訪 2004，加藤ら 2020など）の面からの影響も検証されている。
さらに、バーンアウトの研究はこれまで横断的調査を中心に進められてきたが、縦断調査の研究蓄

積も進んできている（例えば、Goddard et al., 2006，高木ら 2023）。 
 初任期教員を対象としたバーンアウトに関する研究は、それほど多くはないものの、そのバーン

アウトレベルは高いことが明らかとなっている（Fimian & Blanton,1987, Goddard et al., 2006）。Goddard 
et al.（2006）は、初任期教員のバーンアウト研究が不足している理由について、バーンアウトが発
症するには時間がかかるため、初任期にバーンアウトが見られる可能性は低いという通説的理解の

存在を指摘する。しかし、Goddard et al.（2006）が初任期 2年にわたって計 4回の追跡調査を行っ
た結果、初任期であっても時間の経過とともにバーンアウトレベルは高くなることを明らかにした。

また教員全体との比較においても、初任期教員のバーンアウトレベルが高いことも明らかにしてい

る 6。 
教員のバーンアウトと職場適応の関連について、川上編（2021）では詳細な検討が進められてい
る。川上はバーンアウトの抑制に関わって、教員個人の自己評価を高めるサポートだけでなく、職

場適応の面から組織的サポートを行う必要性を指摘する。この点について、MBI尺度を用いた初任
期教員のバーンアウトと適応感の関連についての分析では、職業への前向きで能動的な態度・行動

を意味する「キャリア適応力」が「情緒的消耗感」の抑制に、仕事ができているという実感が「達

成感の後退」の抑制に寄与すること、管理職や同僚への相談といった学校組織レベルでの組織的サ

ポートは、初任期教員のストレスに対して、ポジティブにもネガティブにも働かないことが指摘さ

れている（波多江 2021）7。また採用 1年目の教員を対象とした心身の健康と長時間労働との関連の
分析では、在校勤務時間の増加、休日出勤の日数及び睡眠時間の短さにより、バーンアウトが進行

すること、またその影響が大きくなる「境目」の存在が明らかとなっている（橋野 2021）8。 
教員のバーンアウト研究において、小学校・中学校を対象とした研究は多いものの（高木 2003，
諏訪 2004など）、特別支援学校教員を対象とした研究は多くはない。特別支援学校教員のバーンア
ウトの要因を分析した坂本・一門（2013）は、MBIの 17 項目を 2成分に合成し次のように説明して
いる。「日々の教育活動」「保護者との関係」「仕事の負担と多忙感」「管理職や同僚との関係」から

なる「学校の悩み」は、「就業意義・意欲の低下」（「情緒的消耗感」と「脱人格化」）及び「個人的

達成感の低下」の双方に関与しており、「就業意義・意欲の低下」は、講師よりも教諭において顕著

であった。また、谷口（2018）によれば小・中・高等学校の教員は、バーンアウトに対し上司・同

僚からのサポートが直接的・間接的に影響を与えていたものの、盲・聾
ろう

・養護学校教員に関しては、

その直接的・間接的影響はみられなかった。谷口（2018）の結果をふまえれば、特別支援学校と他
校種では、上司・同僚からのサポートがバーンアウトに与える影響は異なっており、特別支援学校

教員を対象としたバーンアウト研究蓄積は必要であると言えよう。また、谷口の研究に先んじて特

別支援学校教員を対象に分析を行った坂本・一門（2013）においては、「管理職や同僚との関係」が

他項目と共に「学校の悩み」と一括
くく

りになっており、その影響は判別できない。特別支援学校教員

の初任期においては、直面した困難を乗り越える契機として同僚教員の影響が挙げられている（任・
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安藤 2012：別府ら 2023）。こうした契機を背景に自主的な研鑽
けんさん

に取り組むことが、初任教員の専門

性の向上につながることが指摘されている（内海・安藤 2020）。この点に鑑みれば、特別支援学校初
任期教員にとって、特に同僚との関係は重要であると言える。一方で、特別支援学校の組織特性上、

一般に各部には部主事 9 がおかれ、部を核にした学校運営や指導体制が構築されており、各部内の

課題はまず部主事が集約・対応し、解決が難しい場合や学校全体の判断が伴うような事柄について

は、管理職と協議するとされる（岩見 2013）。すなわち、特別支援学校においては、部の独立性が強
いこと、加えて組織構造が重層化していることから、校長・副校長・教頭等の管理職との距離が遠

いため、特に初任期教員にとって管理職との相談関係は他校種とは異なることが予想される。この

ことから、改めて管理職への相談関係の影響を検討する必要があると考えられる。 
露口・高木（2014）は、県立の高等学校・特別支援学校教員を対象にマルチレベルモデルによる
バーンアウトの決定要因について分析している。マルチレベルモデルを用いることで個人レベル変

数だけでなく、学校レベル変数も含めることが可能なため、バーンアウトに対する学校組織の影響

を検討することができる。その結果、小・中学校教員を対象とした先行研究と同様に、個人レベル

要因である指導の困難さ・職務負担感・職務葛藤が、バーンアウトの主要な発生要因として機能し

ていた。ただし、露口・高木（2014）においては、特別支援学校のダミー変数が投入されておらず、
特別支援学校への言及はされていない。この理由として、特別支援学校教員と高等学校教員の間に

バーンアウト得点の有意差が認められない点を挙げているが、クロスセクション・データでは、バ

ーンアウト得点の有意差が認められないのは調査時点に限ったことなのか、そうでないのかを判別

することができない。バーンアウト得点は個人内においても調査時点により変化することが明らか

となっており（例えば、増井ら 2018）、複数の観測時点におけるデータを分析できるパネルデータ
を使用した分析が必要となると考えられる。 
ここまで見てきたように、教員のバーンアウト研究においては、小・中学校教員を対象に教員一

般を対象としたものが多く、「初任期教員」を対象とした研究も限定的である。また、「特別支援学

校教員」を対象にした研究蓄積も十分ではない。そこで、本稿では特別支援学校初任期教員は、小

中高初任期教員と比べてバーンアウトの促進／抑制要因にどのような特徴がみられるか明らかにす

る。バーンアウトに関する認識が時点間で変化することをふまえると、クロスセクション・データ

ではなく、同一の個人の複数時点において回答した結果を含むパネルデータによる分析が有効であ

る。分析においては、2013 年度から 2015 年度のデータを用いる。この時期は、教員のメンタルヘル
ス対策が注目されるようになり、対策が検討され始めた時期である。まずはこの時期のバーンアウ

トについて分析することで、今後のメンタルヘルス対策の有効性を比較検討することが可能となる

と考える。 
 
３節 データと使用変数 

１．データ 
 分析には、現職教員を対象とした職場適応・職能形成に関する調査の一部として実施された B県
新規採用教員対象の調査データを使用した 10。対象は、B 県における 2013・2014・2015年度に採用
された小学校・中学校・高等学校・特別支援学校の新規採用教員である 11。 1 年目は初任者研修時
に、2回にわたり調査票を配付・回収した。2年目及び 3年目は、勤務校を通じて調査票を配付し、
郵送にて回収した。1年目は採用年の 8 月及び翌年 2 月の 2 回、2 年目・3 年目はそれぞれ 12 月に 1
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回調査を実施した 12。これにより初任

期 1年目から 3年目までのパネルデー
タを構築することができている。各採

用年度 1時点目から 4時点目までの配
付数・回収数・回収率は、図表１のと

おりである。2013 年度採用から 2015
年度採用にかけて配付数が増加して

いるが、本調査は各年度の B県におけ
る全新規採用教員を対象としている

ため、配付数の増加は B県の採用者数
の増加によるものである。 
なお、本調査では特別支援学校教員に対し、特別支援学校教諭免許状の有無を尋ねることができ

ていない。しかし、B県における 2013・2014年度採用選考の特別支援学校教員の採用倍率は、採用
倍率の高い小・中・高等学校と比較しても遜色はない 13。このことから、2013・2014年度に採用さ
れた特別支援学校教員については、免許状の有無はわからないものの、他校種の倍率が高いことを

理由に、志望先を変更して特別支援学校教員の採用選考を受けた者がいる可能性は低いと考えられ

る。一方で、2015年度採用選考における B県特別支援学校教員の採用倍率は 2013・2014年度と比
べて低下し、他校種と比べても低い 14。そのため、1時点目の回答を用いて、2013・2014・2015年
度の特別支援学校採用者の属性（年齢、性別、出身県等）を比較したところ、2015年度採用者に特
徴的な傾向は見られなかった 15。したがって、分析の解釈に当たっては留意が必要ではあるものの、

2015年度の特別支援学校採用者についても、2013・2014年度の採用者と共に分析することは可能で
あると判断した。 
 
２．使用変数 
 本分析では、従属変数にバーンアウトの 3因子を用いる。調査に当たっては、久保・田尾（1994）
による 17項目の日本語版MBI尺度 16を教員向けに改訂・改編したものを使用し、「とてもあてはま

る（10）」～「全く当てはまらない（1）」まで 10段階で回答を求めた。またバーンアウトの因子構
造を検討するために、確認的因子分析を実施した（図表２）。因子は、久保（2004）から「情緒的消
耗感」「脱人格化」「達成感の後退」の 3因子を仮定している。モデルの適合度を評価するに当たっ
ては、池原（2014）及び小塩（2023）を参考に、RMSEA、CFI、TLI について検討した 17。その結

果、特別支援学校初任期教員は、RMSEA=.15、CFI＝.76、TLI＝.71、小中高初任期教員は RMSEA=.11、
CFI＝.83、TLI＝.80であり、どちらもデータの当てはまりが良いとは言えなかった。 
 

図表２ バーンアウトの因子構造に関する確認的因子分析の結果（3因子モデル） 

 
 

x² df RMSEA CFI TLI

特別支援学校初任期教員 328.16 116 .15 .76 .71

小中高初任期教員 1252.72 116 .11 .83 .80

図表１ 各採用年度における配付数・回収数・回収率 
2013年度採用 2014年度採用 2015年度採用

142 146 160

回収数 132 141 152
回収率 93.0% 96.6% 95.0%
回収数 130 123 123
回収率 91.5% 84.2% 76.9%
回収数 112 105 101
回収率 78.9% 71.9% 63.1%
回収数 94 93 65
回収率 66.2% 63.7% 40.6%

配付数

1時点目
（1年目8月）

2時点目
（1年目2月）

3時点目
（2年目12月）

4時点目
（3年目12月）
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久保・田尾（1994）による日本語版 MBI尺度については、増田（1997）・谷島（2009）において
指摘されているように、尺度自体の妥当性については議論の余地がある 18。増田（1997）は、日本
語版 MBI 尺度について改善の必要性はあるものの、理論通り 3 因子構造と考えるのが妥当と結論
づけており、本稿でも増田（1997）を参考に、理論通り 3因子構造を採用することにした。分析に
当たっては、各因子を構成する項目の合計得点の平均を尺度得点として用いる。 
 独立変数には、先行研究をもとに「管理職への相談のしやすさ」「同僚への相談のしやすさ」「全

体的な仕事への適応感」19「本音で相談できる人数（校内）」「在校勤務時間（分／日）」20を設定する。

また統制変数には、「問題行動のある児童生徒ダミー」（あり＝１、なし＝０のダミー変数）を設定

する。2時点以上で有効回答が得られた 288名（うち特別支援学校初任期教員 30名）についての記
述統計量は、図表３のとおりである。 
  

図表３ 使用変数の記述統計量 

 
 
３．分析モデル 
 本稿では、バーンアウトの促進／抑制要因にどのような特徴があるかについて特別支援学校初任

期教員と小中高初任期教員とを比較するため、データを分けて分析を行う。分析に当たっては、固

定効果モデルを採用する。中澤（2010）によれば、直接観察できない個人特性（性格や能力など）
は、個人の内部では一貫しているが、変数として示すことができない。これを「観察できない異質

性（unobserved heterogeneity）」という。観察できない異質性をそのまま回帰分析に用いると「回帰
係数の推定値にバイアスをもたらすことが知られている」。固定効果モデルは、この問題に対処し、

「純粋に個人内部で起こっている変化と、従属変数の変化の関係を取り出すこと」を可能としたモ

デルである（以上、中澤 2010：87-88頁）。 
 分析の際は、HAC標準誤差 21を用いている。分析ソフトは、Stata/MP 15.0を用いた。 
 

変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
情緒的消耗感 85 5.12 1.77 1.4 10
脱人格化 85 2.90 1.48 1 8.33
達成感の後退 85 5.03 1.84 1.17 10
管理職への相談のしやすさ 85 5.89 2.74 1 10
同僚への相談のしやすさ 85 8.12 2.15 1 10
全体的な仕事への適応感 85 5.60 2.35 1 10
本音で相談できる人数（校内） 85 3.07 1.80 0 9
在校勤務時間 85 670.59 73.20 555 855
問題行動のある児童生徒ダミー 85 0.46 0.50 0 1
情緒的消耗感 791 4.82 1.80 1 10
脱人格化 791 2.73 1.50 1 9.33
達成感の後退 791 4.85 1.50 1.33 9.33
管理職への相談のしやすさ 791 6.61 2.59 1 10
同僚への相談のしやすさ 791 7.73 2.22 1 10
全体的な仕事への適応感 791 6.12 1.95 1 10
本音で相談できる人数（校内） 791 2.91 2.18 0 9
在校勤務時間 791 700.44 78.19 465 945
問題行動のある児童生徒ダミー 791 0.51 0.50 0 1
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４節 分析 

１．バーンアウト時点間変化 
 図表４から図表６は特別支援学校初任期教員及び小中高初任期教員のバーンアウト 3 因子が、3
年間（ 4 時点）でどのように変化するかを示している。 
「情緒的消耗感」についてみると、特別支援学校初任期教員は、調査開始時点の 1 年目 8 月（ 1 
時点目）から、2 年目 12 月（ 3 時点目）にかけて上昇傾向にあり、2 年目 12 月（ 3 時点目）が最も
高まる。一方で、小中高初任期教員は、1 年目 8 月（ 1 時点目）から 1 年目 2 月（ 2 時点目）にかけ
て下降するものの、1 年目 2 月（ 2 時点目）から 3 年目 12 月（ 4 時点目）にかけて上昇傾向にある。
次に、「脱人格化」についてみると、特別支援学校初任期教員は、1 年目 2 月（ 2 時点目）から 2年
目 12月（ 3 時点目）にかけて上昇傾向にある。「情緒的消耗感」と同様に、4時点の中では 2年目
12月（ 3時点目）が最も高まる傾向にある。一方で、小中高初任期教員は、1年目 2月（ 2 時点目）
から 3年目 12月（ 4時点目）にかけて、上昇傾向にある。「脱人格化」については、特別支援学校
初任期教員及び小中高初任期教員とも「情緒的消耗感」及び「達成感の後退」と比べると、全体的

に低い点が特徴的である。最後に、「達成感の後退」についてみると、特別支援学校初任期教員は調

査開始の 1 年目 8 月（ 1 点目）から、2 年目 12 月（ 3 時点目）にかけて下降傾向にある。「情緒的消
耗感」及び「脱人格化」と異なり、1 年目 8 月（ 1 時点目）が最も高く、その後下降していく点が特
徴的である。一方で、小中高初任期教員は、4 時点を通して緩やかに上昇傾向ある。 

 
           図表４ 「情緒的消耗感」の変化      図表５ 「脱人格化」の変化 

     

図表６ 「達成感の後退」の変化 

 
 

以上をふまえバーンアウト 3因子について、各因子の各時点において特別支援学校初任期教員と
小中高初任期教員に有意な差が見られるか検定を行った 22。検定の結果、「情緒的消耗感」、「脱人格

化」、「達成感の後退」の各 4時点において、いずれも統計的に有意な差は認められなかった。この
ことから、バーンアウト 3因子の初任期 3年間・4時点の変化について、特別支援学校初任期教員
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と小中高初任期教員の間で有意な違いはないことが確認された。 
 

２．特別支援学校初任期教員のバーンアウトの促進／抑制に関する特徴 
次にバーンアウトの促進／抑制要因について、特別支援学校初任期教員の推計結果を図表７に、

小中高初任期教員の推計結果を図表８に示す 23。 
まず「情緒的消耗感」について、特別支援学校初任期教員についてみると「全体的な仕事への適

応感」が「情緒的消耗感」を抑制する効果がみられた。その他設定した変数に「情緒的消耗感」と

の関連は確認されなかった。一方で、小中高初任期教員をみると、特別支援学校初任期教員と同様

に「全体的な仕事への適応感」が「情緒的消耗感」を抑制する効果が見られ、「管理職への相談のし

やすさ」及び「同僚への相談のしやすさ」も「情緒的消耗感」を抑制する効果を有していた。また

「問題行動のある児童生徒ダミー」は「情緒的消耗感」を促進させる負の効果がみられた。 
次に「脱人格化」について特別支援学校初任期教員についてみると、設定した変数に「脱人格化」

との関連は確認されなかった。一方で、小中高初任期教員をみると「同僚への相談のしやすさ」「全

体的な仕事への適応感」「本音で相談できる人数（校内）」が「脱人格化」を抑制する傾向が見られ

た。また「問題行動のある児童生徒ダミー」は、「情緒的消耗感」と同様に「脱人格化」を促進させ

る負の効果が見られた。「在校勤務時間」については「脱人格化」との関連は確認されなかった。 
 

図表７ 固定効果モデルによる推計結果（特別支援学校初任期教員） 

 

 

図表８ 固定効果モデルによる推計結果（小中高初任期教員） 

 

係数
標準
誤差

係数
標準
誤差

係数
標準
誤差

管理職への相談のしやすさ 0.037 (0.089) 0.057 (0.075) 0.163 ** (0.056)
同僚への相談のしやすさ 0.029 (0.128) -0.039 (0.095) -0.109 (0.076)
全体的な仕事への適応感 -0.367 ***(0.116) -0.136 (0.100) -0.163 (0.091)
本音で相談できる人数（校内） -0.117 (0.124) 0.000 (0.059) -0.142 (0.111)
問題行動のある児童生徒ダミー 0.718 (0.619) 0.747 (0.566) 1.339 (0.700)
在校勤務時間 0.000 (0.004) -0.002 (0.003) 0.001 (0.002)
定数項 7.036 ** (2.705) 4.795 ** (1.817) 5.173 ** (1.856)

固定効果
時点効果
R-squared
Adj R-squared
観測数
Note : ***：p<.001，**：p<.01，*：p<.05

yes

情緒的消耗感 脱人格化 達成感の後退

yes

85

0.614 0.756 0.766

0.309 0.564 0.582

係数
標準
誤差

係数
標準
誤差

係数
標準
誤差

管理職への相談のしやすさ -0.084 ***(0.03) -0.031 (0.02) -0.044 * (0.02)
同僚への相談のしやすさ -0.091 ** (0.03) -0.117 *** (0.03) -0.057 * (0.02)
全体的な仕事への適応感 -0.100 * (0.04) -0.137 *** (0.03) -0.190 *** (0.03)
本音で相談できる人数（校内） -0.052 (0.04) -0.055 * (0.03) -0.049 * (0.02)
問題行動のある児童生徒ダミー 0.369 ** (0.14) 0.266 ** (0.11) 0.170 (0.11)
在校勤務時間 0.002 (0.00) 0.001 (0.00) -0.002 * (0.00)
定数項 5.436 ***(1.07) 4.269 *** (0.74) 8.300 *** (0.75)

固定効果
時点効果
R-squared
Adj R-squared
観測数
Note : ***：p<.001，**：p<.01，*：p<.05

791

0.753 0.756 0.797

0.629 0.633 0.694

yes

情緒的消耗感 脱人格化 達成感の後退

yes
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最後に「達成感の後退」について特別支援学校初任期教員をみると、「管理職への相談のしやすさ」

が「達成感の後退」を促進させるという負の効果がみられた。その他に設定した変数については、

「達成感の後退」との関連は確認されなかった。一方で、「達成感の後退」について 小中高初任期
教員をみると、「管理職への相談のしやすさ」「同僚への相談のしやすさ」「全体的な仕事への適応感」

「本音で相談できる人数（校内）」が「達成感の後退」を抑制する正の効果を有していた。また「在

校勤務時間」は「達成感の後退」を促進させる負の効果を有していた。「管理職への相談のしやすさ」

は、特別支援学校初任期教員において「達成感の後退」を促進させる負の効果を示したが、小中高

初任期教員においては「達成感の後退」を抑制する効果を示しており、特別支援学校初任期教員と

小中高初任期教員では効果が逆転している。 
以上をまとめると、特別支援学校初任期教員において「全体的な仕事への適応感」は「情緒的消

耗感」を抑制する効果がみられたが、小中高初任期教員においてはバーンアウト 3因子すべてを抑
制する効果がみられた。次に、特別支援学校初任期教員において「管理職への相談のしやすさ」は

「達成感の後退」を促進させる負の効果を示したが、小中高初任期教員においては「情緒的消耗感」

及び「達成感の後退」を抑制する正の効果を示し、効果が逆転している。さらに、「同僚への相談の

しやすさ」及び「本音で相談できる人数（校内）」は、特別支援学校初任期教員においては関連が確

認できなかったが、小中高初任期教員においてはそれぞれバーンアウト 2因子以上との関連におい
て正の効果がみられた。また「問題行動のある児童生徒ダミー」及び「在校勤務時間」についても、

特別支援学校初任期教員においては関連が確認できなかったが、小中高初任期教員においてはそれ

ぞれバーンアウト１因子以上との関連において負の効果がみられた。 
 
５節 考察と今後の課題 

 本稿では、特別支援学校初任教員のバーンアウト促進／抑制要因にどのような特徴がみられるか

を明らかにするために、小中高初任期教員の特徴に触れつつ、パネルデータを用いた分析・検討を

行った。その結果、次の 3点を指摘したい。 
まず、特別支援学校初任期教員における「全体的な仕事への適応感」の重要性である。特別支援

学校初任期教員においては「全体的な仕事への適応感」が「情緒的消耗感」を抑制する傾向がみら

れた。加えて、小中高初任期教員ではバーンアウト 3因子すべてを抑制する傾向がみられたことか
ら、初任期教員のバーンアウト抑制という点からは、校種を問わず当該教員に対して「自分は仕事

をこなせている」という実感を持たせることが有効であるといえる。「全体的な仕事への適応感」が

教員という職業への適応だけでなく、川上（2021）が指摘するように職場適応の程度を示唆するも
のであるとすれば、初任期教員に対しては、個々の自己評価や達成感を高めるようなサポートだけ

でなく、職場への適応の面からサポートすることも必要であると言えるだろう。ただし、特別支援

学校初任期教員においては、「脱人格化」及び「達成感の後退」に対する抑制の効果が見られず効果

は限定的である点に留意が必要である。 
次に、特別支援学校初任期教員における同僚関係の難しさである。特別支援学校初任期教員にお

いては、バーンアウト 3因子いずれにおいても促進／抑制の傾向は見られなかった一方で、小中高
初任期教員においては、「同僚への相談のしやすさ」「本音で相談できる人数（校内）」といった同僚

への相談関係が、バーンアウトを抑制する傾向を示した。同僚からのサポートがバーンアウトに与

える影響は、学校種により異なることが先行研究においても指摘されており（谷口 2018）、本稿に

152



 10 

最後に「達成感の後退」について特別支援学校初任期教員をみると、「管理職への相談のしやすさ」

が「達成感の後退」を促進させるという負の効果がみられた。その他に設定した変数については、

「達成感の後退」との関連は確認されなかった。一方で、「達成感の後退」について 小中高初任期
教員をみると、「管理職への相談のしやすさ」「同僚への相談のしやすさ」「全体的な仕事への適応感」

「本音で相談できる人数（校内）」が「達成感の後退」を抑制する正の効果を有していた。また「在

校勤務時間」は「達成感の後退」を促進させる負の効果を有していた。「管理職への相談のしやすさ」

は、特別支援学校初任期教員において「達成感の後退」を促進させる負の効果を示したが、小中高

初任期教員においては「達成感の後退」を抑制する効果を示しており、特別支援学校初任期教員と

小中高初任期教員では効果が逆転している。 
以上をまとめると、特別支援学校初任期教員において「全体的な仕事への適応感」は「情緒的消

耗感」を抑制する効果がみられたが、小中高初任期教員においてはバーンアウト 3因子すべてを抑
制する効果がみられた。次に、特別支援学校初任期教員において「管理職への相談のしやすさ」は

「達成感の後退」を促進させる負の効果を示したが、小中高初任期教員においては「情緒的消耗感」

及び「達成感の後退」を抑制する正の効果を示し、効果が逆転している。さらに、「同僚への相談の

しやすさ」及び「本音で相談できる人数（校内）」は、特別支援学校初任期教員においては関連が確

認できなかったが、小中高初任期教員においてはそれぞれバーンアウト 2因子以上との関連におい
て正の効果がみられた。また「問題行動のある児童生徒ダミー」及び「在校勤務時間」についても、

特別支援学校初任期教員においては関連が確認できなかったが、小中高初任期教員においてはそれ

ぞれバーンアウト１因子以上との関連において負の効果がみられた。 
 
５節 考察と今後の課題 

 本稿では、特別支援学校初任教員のバーンアウト促進／抑制要因にどのような特徴がみられるか

を明らかにするために、小中高初任期教員の特徴に触れつつ、パネルデータを用いた分析・検討を

行った。その結果、次の 3点を指摘したい。 
まず、特別支援学校初任期教員における「全体的な仕事への適応感」の重要性である。特別支援

学校初任期教員においては「全体的な仕事への適応感」が「情緒的消耗感」を抑制する傾向がみら

れた。加えて、小中高初任期教員ではバーンアウト 3因子すべてを抑制する傾向がみられたことか
ら、初任期教員のバーンアウト抑制という点からは、校種を問わず当該教員に対して「自分は仕事

をこなせている」という実感を持たせることが有効であるといえる。「全体的な仕事への適応感」が

教員という職業への適応だけでなく、川上（2021）が指摘するように職場適応の程度を示唆するも
のであるとすれば、初任期教員に対しては、個々の自己評価や達成感を高めるようなサポートだけ

でなく、職場への適応の面からサポートすることも必要であると言えるだろう。ただし、特別支援

学校初任期教員においては、「脱人格化」及び「達成感の後退」に対する抑制の効果が見られず効果

は限定的である点に留意が必要である。 
次に、特別支援学校初任期教員における同僚関係の難しさである。特別支援学校初任期教員にお

いては、バーンアウト 3因子いずれにおいても促進／抑制の傾向は見られなかった一方で、小中高
初任期教員においては、「同僚への相談のしやすさ」「本音で相談できる人数（校内）」といった同僚

への相談関係が、バーンアウトを抑制する傾向を示した。同僚からのサポートがバーンアウトに与

える影響は、学校種により異なることが先行研究においても指摘されており（谷口 2018）、本稿に

特別支援学校初任期教員のバーンアウト促進／抑制要因の分析－パネルデータを用いて 

 11  

おいてもその違いが改めて確認された。波多江（2021）の指摘をふまえるならば、本稿の結果から
は特別支援学校初任期教員に対して、学校組織内で初任期教員のニーズにそったサポートが行われ

ていない可能性が示唆される。一方で、先行研究において管理職及び同僚との相談関係は、初任期

教員一般のバーンアウト抑制に効果がみられなかったが（波多江 2021）、本稿においては小中高初
任期教員に抑制の効果を確認することができた。波多江（2021）で分析に使用されている 2 年間 3
時点のデータでは確認できなかった効果が、本稿で使用した 3年間 4時点のデータにおいて析出で
きたことは、単にデータ量の違いによるものだけではなく、初任期の教員にとって 3年という時間
が、周囲のサポートを認知又は理解するために必要な期間であることを示唆している。 
最後に、特別支援学校初任期教員における管理職との相談関係から見るマネジメントの重要性で

ある。特別支援学校初任期教員においては「管理職への相談のしやすさ」が「達成感の後退」を促

進する効果（負の効果）を示した一方で、小中高初任期教員においては、「管理職への相談のしやす

さ」が「情緒的消耗感」と「達成感の後退」を抑制する効果（正の効果）を示しており効果が逆転

している。先行研究においては見られなかった特別支援学校におけるサポートの影響が、本稿にお

いて負の効果として認められた要因として、調査対象の違いが考えられる。先述のとおり、特別支

援学校においては、学部組織を核に学部主事を中心として学校運営が行われており、特別支援学校

初任期教員が同僚教員や学部主事を越えて、管理職へ相談することは考えにくい 24。つまり、管理

職へ相談するに至ったということ自体が「達成感の後退」、すなわち「仕事における人との関わりに

おける有能感、達成感が減少した状態」となっている可能性が示唆される。一方で、先述のとおり、

特別支援学校の特性である複数教員で関わる指導体制は、日常的に同僚教員とコミュニケーション

を取りやすい環境である。同僚との関係は、他校種と同様に、特別支援学校初任期教員に対してや

りがいや自信を与え、力量向上に影響を与える一方で、場合によっては困難を感じさせるものでも

ある（別府ら 2023）。特別支援学校初任期教員へのケアを考える場合、管理職との関係性構築も重
要ではあるが、それ以上に同じ学級・学年・学部内における同僚との関係性構築がより重要な意味

を持つといえよう。管理職にはこの点をふまえたマネジメントが求められる。 
最後に、本稿の限界と課題に言及したい。第一に、特別支援学校初任期教員のバーンアウトの促

進／抑制の規定要因のさらなる調査の必要性があげられる。本稿のデータでは、特別支援学校教員

免許状の有無や、対象とする障害の種類などを分析に含めることができなかった。これらの要因を

加えたデータ分析を行うとともに、特別支援学校の特性を踏まえた分析を行うため量的調査だけで

なく、質的調査も必要となると考える。第二に、本稿の知見の一般化の問題があげられる。本稿の

分析で使用したデータは、1 都道府県のものであり、その中でも特別支援学校のサンプル数は少な
い。本稿の知見をもとに、今後はサンプル数を増やし、さらなる知見を積み重ねていく必要がある。 
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註 
1  例えば、本稿で対象とする特別支援学校の初任期教員の中でも重度・重複障害教員は、通常学校の教員に比べ成長を

感じられるまでに長い年月が必要であることが明らかとなっており（任・安藤 2012）、初任期の困難さを克服し精神

的な安定が見られるまで悩み続ける状況が続く。 

2  本稿においては、先行研究内で「盲・聾
ろう

・養護学校」と使用している場合は、参照の際に盲・聾
ろう

・養護学校を使用す

ることとする。 

3  茨城県教育研修センター（2001）では、「ティーム・ティーチング」という言葉が使われているが、複数の教員による

指導をティーム・ティーチングと呼び、授業だけでなく学級経営全般も含むとされていることから、ここでは複数の

教員で担当することとしている。 

4  公立の特別支援学校（小・中学部）に在籍する児童生徒数は、1989（平成元）年から 2023（令和５）年にかけて、約 

1.5倍（約 2.8万人増）となっている（中央教育審議会 2024）。 

5  文部科学省（2023）「令和 4年度公立学校教職員の人事行政状況調査について」 

6  Goddard et al.（2006）によれば、教員全体と比べ初任期教員の 2～4時点における「情緒的消耗感」は有意に高く、初

任期教員のバーンアウトレベルは高かった。またバーンアウトレベルが高い場合、4 時点目の「個人的達成感」は教

員全体よりも有意に低かった。一方、「脱人格化」については調査期間を通じて有意な差が見られていない。 

7  サポートの影響に関しては、初任者を対象に分析を行った新井（2023）においても同様の指摘がされており、初任者教

員にとって管理職や同僚のサポートからなる職場のサポートは、バーンアウト抑止について直接的な効果は示してい

ない。この点について波多江（2021）は、学校組織内において初任期教員のニーズにそったサポートが行われていな

い可能性を指摘している。なお、波多江（2021）は、波多江ら（2016）を加筆・修正したものである。 

8  橋野（2021）によれば、長時間労働が脱人格化の進行にもたらしうる影響は中学校で最も大きい。本文における言及

はないが、表を参照すると中学校の次に影響が大きいのは、特別支援学校となっている。また労働時間は環境要因の

一つであるが、労働時間の面から教員のバーンアウトを扱った研究蓄積は少ない（高木 2015）。 

9  部主事とは、「学校管理職ではないが、学部の代表者として学校経営に関与するとともに、学部の組織を運営し、障害

のある子どもの教育を推進することを担う」（平澤ら 2023：125頁）とされる。 
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査データを用いる。上記先行研究では、B県新規採用教員を対象とした 2年間 3時点のデータを使用している。同じ

データを用いながら、本稿が上記先行研究において対応できないとされた学校種を区分した分析を行っているのは、

新たにデータを追加し 3年間 4時点のデータを用いることでサンプルサイズが大きくなっているためである。 

12 B県教育センターとの調整の都合で、長期休暇時期も測定時点に含まざるを得なかった点、また 1年目と 2～3年目で

調査時期が異なる点には留意が必要である。なお、2年目・3年目は 11月に調査を実施した年もあるが表記の都合上

12月としている。 

13 文部科学省「平成 25年度 公立学校教員採用選考試験の実施状況について」によれば、B県における 2013年度採用選
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考の特別支援学校教員の採用倍率は 13.5倍となっており、小学校（11.4倍）・中学校（16.2倍）・高校（11.9倍）と比

較しても、倍率の低さは見られない。また他の都道府県と比較しても、B県の特別支援学校教員の採用倍率は高い傾

向にある。この傾向は 2014年度採用選考についても同様に見られる（文部科学省「平成 26年度 公立学校教員採用選

考試験の実施状況について」）。 

14 文部科学省「平成 27年度 公立学校教員採用選考試験の実施状況について」 

15 年齢について 2015年度と、2013・2014年度の特別支援学校採用者とを比較したところ、2013・2014年度採用者は 20

代が 50~56％、30代が約 40~44%、40代が約 0~10％なのに対し、2015年度採用者は 20代が約 67%、30代が約 30％、

40代が 4%となっており、採用者がやや若年化している傾向がみられた。その他、性別、出身県（本県／他県）、出身

大学（県内／県外）、常勤講師経験の有無、非常勤講師経験の有無について、2013・2014年度と 2015年度特別支援学

校採用者の比較をしたが、2015年度採用者に特徴的な傾向は見られなかった。 

16 MBIの日本語版は田尾（1987、1989）によって試作されたが、因子的妥当性の点で問題があった。そのため、久保・

田尾（1994）は尺度を改訂し、17項目の尺度を作成した。17項目の尺度は理論通りの 3因子構造となり、信頼性・妥

当性も問題ないことが示されているが、後述のとおり 3因子構造には議論の余地が残されている。 

17 CFIは、1に近いほど適合度が高く一般的に 0.95以上あればよいモデルと判断し、TLIも 1に近いほど適合が良いと

判断する（池原 2014）。RMSEAは一般的に 0.05以下であれば当てはまりがよく、0.1以上であれば当てはまりが悪い

（小塩 2023）。 

18 MBIは、一般的に 22項目、3因子が支持されているものの、原版どおりの 3因子構造ではなく 2因子構造が報告され

る研究（Brookings et al.,1985, 田尾 1989など）もあり、3因子構造には議論の余地が残されている。また日本の教員バ

ーンアウト研究でもMBIが 3因子構造ではなく、「脱人格化」と「情緒的消耗感」が合わさった 2因子構造として析

出された研究（伊藤 2000，高木・田中 2003など）が報告され、教員のバーンアウトは 2因子構造が適切だとする主

張もある（田中 2007）。一方で、3因子構造が析出された研究（高木 2003、波多江 2021など）や、3因子構造が適切

だとする主張（西村ら 2009，森ら 2013など）もあり、議論が分かれる。久保・田尾（1994）による日本語版MBI尺

度について確認的因子分析を行った増田（1997）は、この尺度が測定における安定度に欠けるとし、その妥当性につ

いては今後も検討の余地があると指摘する。同様の指摘は、教員を対象にした谷島（2009）でも指摘されている。 

19 「全体的な仕事への適応感」は、「主観的な能力成長」を示す設問と仮定して、質問項目の「全体として仕事がきちん

とできている」の回答結果を参照している。ただし、川上（2021）では、「仕事がきちんとできている」かどうかの認

識は、単純に能力の自己評価と解釈できる一方で、「組織の一員としてやれていること」とも解釈できることから、仕

事を通じた職場への適応の程度を示す可能性が指摘されており（川上 2021：115 頁）、本稿の分析、考察に当たっても、

この考え方を踏襲し、単なる自己評価だけでなく、適応感を含んだ変数として扱う。 

20 「退勤時間」から「出勤時間」を引き、法定の休憩時間（45分）を差し引いて算出した。 

21 松浦（2021）によれば、固定効果モデルでは、不均一分散とともに「時間方向の誤差項の相関（自己相関）」について

考慮する必要があるため、HAC標準誤差を用いる必要がある。 

22 検定を実施するに当たり、データの正規性を確認するため Shapiro-Wilk検定を行うとともに、ヒストグラム・箱ひげ

図・QQ プロットで視覚的にも確認したところ、データは正規分布に従わないと判断した。そのため、ノンパラメトリ

ック検定であるウィルコクソンの順位和検定を採用し、Bonferroni補正による多重比較を行った。 

23 本稿では、観測数を確保するために 2時点以上で有効回答が得られた教員のデータを用いている。4時点すべてで有

効回答が得られたデータでも同様の分析を行ったが、大きな傾向の違いは見られなかった。 

24 アンケートの自由記述欄においても、「管理職へ直接申し立てできるのは、ほんのひとにぎりの人だと思う」という管

理職への相談のしにくさに対する意見がみられた。また、同僚との関係については、「1年目は周囲の教員に恵まれて

いたが、2年目は副担や TTの教員に恵まれず負担が急増している」と言った一緒に組む教員により負担が異なるとい
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った記述がみられた。 

 

［付記］本研究は、JSPS科研費 23531070及び JSPS科研費 26381087（代表：川上泰彦）の助成を受けたものです。御多

用の中、調査に御協力くださいました皆様に感謝申し上げます。 
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